
＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

1
ISO(9001・
14001）認証
登録の見直し

　旧成東町及び旧松尾町時
代に認証取得したＩＳＯを廃止
します。

実施 ― ―
総務部
企画政策課
政策推進係

内部協議 一部実施 一部実施 一部実施

≪修正後≫
一部実施

≪修正後≫
一部実施

検討
方針決定

一部実施 実施

≪修正後≫
実施

教育委員会
で方針決定

施設の改修

・施設の改修
・備品購入
・機械修繕
・松尾、蓮沼
給食センター
業務終了

≪修正後≫
・施設の改修
・備品購入
・松尾、蓮沼
給食センター
業務終了

≪修正後≫
・蓮沼給食セ
ンター業務終
了

経済環境部
環境保全課
生活環境係

教育部
学校給食セン
ター
成東給食セン
ター

･夏休み中においてボイラー
等の改修工事が必要となりま
す。
・設置条例及び管理規則の改
正を行います。
・跡地利用について検討を行
います。

計画以下

 計画どおり

　平成20年7月末で蓮沼・松尾学校給食セ
ンターの廃止が決定されました。
　賄材料の年間、学期毎の契約を一元化し
ました。また、平成20年4月より成東・山武
給食センターの献立を統一します。これに
伴い2センターの賄材料の契約事務が一元
化されます。
　蓮沼・松尾学校給食センターは施設等の
関係から献立の一元化は難しいので、これ
を参考に献立を立てる予定です。
　賄材料の仕入れについて、一元化を図る
ため、平成20年1月に業者説明会を開催し
ました。
　山武学校給食センターのボイラー・配管
改修工事の設計委託を行いました。平成
20年度は工事を行う予定です。

―4

　現施設の老朽化と併せ、業
務の効率化を図るため、市内
の学校給食センター４施設を
２施設に統合します。（成東と
山武の２施設に統合）
　また、事務の効率化と経費
削減を図るため、市内の学校
給食センター４施設で行われ
ている賄材料の契約事務及
び賦課収納事務を一元化し、
市内の学校給食センター４施
設で異なる給食費を統一しま
す。

学校給食セン
ターの統合等

事務事業の再
編・整理、廃
止･統合

行政評価シス
テムの構築

―2

　可燃ごみ袋（大）については、19年4月1日
より値段・容量の規格統一を行いました。
　しかし、可燃ごみ袋（小）、各種資源・不燃
ごみ袋、及び粗大ごみについては、規格統
一に向け検討を図ったが、両構成他市町と
の調整が進展せず、具体的な取組みまで
に至りませんでした。

　市内のごみ処理受益者負
担の公平性を図るため、東金
市外三市町清掃組合と山武
郡市環境衛生組合で異なって
いる可燃ごみ袋（価格・容量）
を統一します。

3 ―

職員の行政評価制度に対す
る理解やコスト意識が希薄で
あるため、今後も引続き積極
的に研修を行っていく必要性
があります。

 計画どおり

　総合計画（実施計画）策定と合わせ、１１
２事業について事務事業評価を実施しまし
た。
・平成19年8月22日・23日
　係長級を対象に研修会開催　（６５名参
加）
・平成19年9月～10月
　事務事業評価表記載方法の研修を兼
ね、13日間にわたり点検会を実施しまし
た。
・平成19年11月15日
　策定委員会へ事務事業評価結果の事務
局（案）を提示しました。

　行政活動（事務事業）の効
率的運用や資質向上を図る
ため、事務事業をある基準や
視点に従って評価し、その結
果を改善につなげる手法であ
る行政評価システムを構築し
ます。
　また、最終的に評価結果を
予算編成と連携が図れるよう
検討します。

・可燃ごみについては、成東
地区が属する東金市外三市
町清掃組合と、山武、蓮沼、
松尾地区が属する山武郡市
環境衛生組合との整合性を図
るのが最重要課題です。
・平成20年度には可燃ごみ
（小）等の価格、容量を統一す
る予定です。

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

ごみ袋（価格・
容量）の統一

総務部
企画政策課
政策推進係

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）
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＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

5
事務事業の再
編・整理、廃
止･統合

消防団の組
織機構及び団
員定数の見
直し

　現在の４支団制の組織及び
団員定数の今後のあり方に
ついて方針を定め、組織の統
廃合及び団員定数を見直しま
す。

協議 方針決定 実施

4月　各部（84部）に対し、機構改革アン
ケート調査を実施
5月　消防団本部役員会議に、アンケート
調査結果を公表し、機構改革（部の統廃
合）への取り組みを開始
7月　消防団本部役員会議に事務局（案）を
提示し、各支団に機構改革（案）の作成を
依頼
7月～2月　各支団ごとに機構改革に係る
会議・説明会を開催（延べ30回）
8月～　毎月開催する消防団本部役員会議
に各支団の進捗状況を報告
11月～3月　各支団ごとに統合申請書を消
防団長宛に提出
3月　消防団長から各支団長へ統合の承認
＊　山武市消防団として一本化し、4支団
19分団84部から13分団54部の体制になり
ます。

 計画どおり ―

成東地域の機構改革を引続き
実施するが、地元区の協力が
不可欠となります。（成東地区
については、まだ機構改革未
実施）

総務部
総務課
消防防災係

6

ふれあいデイ
サービスセン
ターの管理運
営方法の見
直し

　管理運営方法を指定管理
者に移行します。

条例改正・公
募・指定管理
者の指定

実施

　ふれあいデイサービスセンター事業を再
調整し、管理運営方法を指定管理者に決
定しました。
・平成19年11月13日
　指定管理者選定委員会を開催　(1事業
者)
・平成19年12月
　第4回議会定例会にて指定管理者の指
定を議決しました。
　同、基本協定を締結した。
・平成20年4月
　管理運営方法を指定管理者に移行しま
す。

 計画どおり ―
平成２０年４月１日から
年度協定を締結します。（社会
福祉法人　緑海会）

保健福祉部
高齢者福祉
課
高齢者福祉
係

7

さんぶの森元
気館の管理
運営方法の
見直し

　管理運営方法の方針を定め
ます。

導入可能調
査・検討・課
題抽出

元気館の目
的・事業の評
価

導入後の事
業方針策定

仕様書作成・
業者選定

医療費評価を実施した結果、利用者の方
が非利用者と比べ医療費の軽減は図られ
ることがわかりました。
介護予防教室等を健康支援課の直接事業
として実施しました。
コース型運動教室（4教室）を実施しまし
た。

 計画どおり ―

医療費評価について今後も継
続して実施します。
指定管理者制度への移行も
含め運営形態を検討します。

保健福祉部
健康支援課
さんぶの森元
気館

8

中型バス（市
所有）の運行
管理の民間
委託

　中型バス４台のうち、臨時職
員で対応している２台のバス
の運行管理業務を民間委託
へ移行し、すべてのバスの運
行管理業務を民間に委託しま
す。

運行管理の
一元化

実施
　平成19年4月より4台の中型バスのうち、
臨時職員で対応していた2台の中型バスの
運行業務を民間委託しました。

 計画以上 ―
総務部
財政課
管財係

民間委託の推
進
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＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

検討
実施（臨時職
員10名分）

順次実施 順次実施

10
組織機構の
再編

　効率的な行政運営を行うた
めには業務機能を集約する
必要があるため、現在の総合
支所方式から本庁方式（分庁
方式）に移行します。

庁内組織
（組織機構
検討会）で
協議

実施

　平成１９年４月１日から総合支所方式から
本庁方式（分庁方式）に移行し、本庁に業
務機能を集約しました。
 また、平成２０年９月から、本庁舎脇の旧
法務局に教育部を移転することが決定され
ました。

 計画どおり ―
総務部
総務課
行政係

対前年度16
人の純減

対前年度17
人の純減

≪修正後≫
対前年度23
人の純減

≪修正後≫
対前年度18
人の純減

12
給与等の適正
化

給与等の適
正化

　国と同様に、高齢層職員（５
５歳以上）の昇給抑制を実施
します。

条例改正 実施

　平成18年9月議会で高齢層職員の昇給
抑制に関する条例の改正を行ったことによ
り、平成19年4月の該当者は昇給を抑制し
ました。（55歳以上の職員の昇給抑制を図
りました。）

 計画どおり ― ―
総務部
総務課
職員係

策定 策定準備 策定

13

  平成19年度から平成21年度までの特例
規程を制定し、退職勧奨の対象年齢を50
歳まで引き下げました。
　今後の人事・組織のあり方について、11
月2日から16日までの5日間で、各部長、課
長等のヒアリングを実施しました。
　退職者23人
　採用者6人　　17人の職員減

　国から示されている定員削
減率（５年間で５．７％の純
減）を達成するため、平成２２
年４月１日現在の一般職の職
員数を５２７人にします。
（平成１７年４月１日現在（基
準日）の５７６人に対して４９
人を削減、削減率８．５％）

総務部
財政課
財政係

19年度策定した計画は、あく
までも公的資金補償金免除繰
上償還に係る財政健全化計
画であるため、総合計画に
沿った財政健全化計画を策定
します。

総務部
総務課
職員係・行政
係

　平成19年度末に｢山武市職
員定員適正化計画｣を策定し
ました。
　平成20年度は、それに基づ
きさらなる職員数の削減を目
指し、事務事業・組織の見直し
を図っていく予定です。

△ 247,230

 計画どおり

11

組織機構の見
直し及び定員
管理の適正化

9

　安定的な雇用を確保するため、臨時職員
を配置していた市内10校の小中学校用務
員を民間委託しました。業務時間は、１日６
時間以内で週29時間以内としました。
(経過）
・平成19年7月7日
 　入札（指名競争入札により㈱明和が
7,497,000円で落札した。）
・平成19年7月13日・17日　　各学校との事
務打ち合わせ
・平成19年9月1日～平成20年3月31日
業務委託期間

　市立学校の１９人の用務員
を退職者等の状況に応じて業
務委託へ移行します。

学校用務員
事務の民間
委託等

定員管理の
適正化

計画以上
教育部
教育総務課
総務企画係

臨時雇用に比べ、民間委託の
ほうが経費がかかるが、長期
的に考えると安定的な雇用を
確保できます。
安定的な雇用、業務内容の充
実及び事務の軽減等から長
期継続契約が望ましいと考え
られます。
正規職員の配置校と業務委
託校では、業務時間が異なる
ため統一を図る必要がありま
す。

 計画どおり

―
民間委託の推
進

財政健全化
計画の策定

経費節減等財
政効果

　国が進める地方団体の公債費負担の軽
減策である公的資金補償金免除繰上償還
の手続きとして、公的資金補償金免除繰上
償還に係る財政健全化計画を策定しまし
た。
策定時期　平成19年9月
　また、その内容を３月に議会へ説明する
とともに、ホームページで公表しました。

　行政改革の効果と15年後の
交付税算定換え期間終了を
見据えた財政健全化計画を
策定します。

―
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＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

14
計画的な予算
執行

　計画的な予算執行を図るた
め、実質収支比率を毎年度
３％以上確保します。

実施 実施 実施 実施

　平成19年度3月補正予算編成方針にお
いて、不要な執行残等のないよう補正を行
うよう通達しました。
通達年月日　　平成２０年１月１０日
　19年度決算　実質収支比率　7.0％

 計画どおり ―

次年度においても、引き続き
身の丈予算を基本とした予算
編成に勤め、競争原理による
必要最小限の予算執行を基
本に、執行残の流用を規制す
るなどにより不要な支出を抑
制します。

総務部
財政課
財政係

15
市税の収納
率向上

　現年課税分の収納率を毎
年度96％以上とします。（H17
年度実績95.7％）

実施 実施 実施 実施
催告、県共同催告、臨戸徴収、差押等を実
施しまたが、結果95.5％となり目標を達成
することができませんでした。

 計画以下 ―

次年度についても、「平成20
年度徴収対策」を策定・実施
し、目標である96％以上を目
指します。
主な重点事項（H20年度）
・現年度・過年度課税分の徴
収対策
・徴収対策強化月間の設定
・滞納処分の強化

市民部
収税課
収税係

16
給食費の収
納率向上

　現年度分給食費の収納率
を毎年度９６％以上とします。
（H17年度実績９４．６％）

実施 実施 実施 実施

　給食申し込み制度等の給食センター管理
規則の改正、給食費収納管理システムの
本格稼動や、担任教師等からの納入依頼
など学校からの働きかけもあり、平成１９年
度収納率は99.44％に向上しました。

 計画どおり ―

　学校関係者から事務の軽減
を求める声があり、学校で作
成する書類等の簡素化を検討
します。

教育部
学校給食セン
ター
成東給食セン
ター

17
有料広告の
実施

　収入増加を図るため、市
ホームページにバナー広告の
掲載を実施します。

実施 実施 実施 実施
　９社からの申請を受け付け掲載し、６７万
円の有料広告収入を得ました。
（掲載料：１枠１ヶ月当たり１万円）

 計画どおり 670
次年度についても引き続き募
集を行い、計画の達成に努め
ます。

総務部
秘書広報課
広報広聴係

実施

≪修正後≫
実施

19
　さんぶの森元気館使用料を
見直します。

見直し検
討・方針決
定・条例改
正

実施

使用料の見直しを検討した結果
・6か月定期の廃止
・市外利用者の定期券使用料（市民の5割
増とする）
・年末年始及び館内整理休館日分の使用
定期券の有効期限延長を見直すこととし、
３月議会にて条例改正を行いました。

 計画どおり ―
使用料金改定後の利用者状
況及び使用料収入の推移を
確認します。

保健福祉部
健康支援課
さんぶの森元
気館

総務部
財政課
財政係

　使用料・手数料を全般的に
見直します。

平成19年度には一部の使用料（保育園保
育料・さんぶの森元気館使用料）の改定が
行われたが、全般的には、平成20年度当
初予算編成までに、準備が間に合わず、平
成21年度予算編成までに見直し検討する
よう指示するにとどまりました。

 計画以下 ―18

経費節減等財
政効果

使用料・手数
料の見直し

全庁的取り組みとして、関係
部局で調整し方針を立てる必
要があります。平成21年度予
算編成に向け改定を進めま
す。

4



＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

検討 検討 実施

≪修正後≫
条例制定

≪修正後≫
実施

検討 検討 実施

≪修正後≫
調査・検討・
一部実施

≪修正後≫
実施

22
保育料の見
直し

　保育料の基準額について
は、合併協議会の首長会議
で３年後の見直しが位置づけ
されており、現行は国で示さ
れている額の７０％で設定さ
れているため、引き上げる方
向で見直します。

調査・検討 調査・検討 実施

・こども園設置に向けて松尾保育所の定員
数を150人から110人に変更により国にお
ける徴収基準限度額等の変更が生じまし
た。
・保育料については、国の徴収基準の改定
に伴い保育所条例施行規則第８条徴収金
基準表の第４階層以上の区分を改正しまし
た。
・徴収金（保育料）基準額を、現行の徴収
額に対して、各10％アップ（国基準額に対
し、第２階層は60％、第３階層は70％、第４
階層以上は80％）と改正しました。

 計画以上 ―

・近隣保育所への受託保育な
ども考え、現在の近隣市の徴
収基準等も参考として基準額
を設定しました。
・山武市徴収金（保育料）基準
額を、国徴収基準額に対する
一律８０％とするため、低階層
区分（第２階層２０％．３階層１
０％アップ）の見直しが必要で
す。

保健福祉部
子育て支援
課
保育係

23
公有財産の
処分

　売却可能な市有地や公有
財産の処分を検討し実施しま
す。

調査・実施 調査・実施 調査・実施 調査・実施

　財産台帳等から売却可能な土地を検証し
849.08㎡を売却しました。
【宅地】　 　成東 　 　　　528.24㎡
　　　　　 　真行寺 　　　 200.97㎡
【山林】　　 成東　 　   　108.67㎡
【雑種地】  埴谷　　 　    11.20㎡
 　　　 　　  合 計　　　　 849.08㎡

 計画どおり 8,917
財産台帳等から売却可能な土
地を検証し売却の促進を図り
ます。

総務部
財政課
管財係

24
人件費、物件
費等の縮減

　経常収支比率（市税や使用
料・手数料などの経常的な収
入が人件費や物件費など経
常的に支出される経費に充て
られる割合）を毎年度９０％以
下とします。（17年度９３．
１％）

実施 実施 実施

平成20年度予算編成方針において、歳入
では、市税等の積極的な徴収対策や適正
な負担による収入の確保を示し、歳出で
は、物件費等にシーリングを設定するほ
か、スクラップアンドビルドの徹底や時間外
勤務手当及び休日勤務手当等の抑制を指
示しました。

 計画以下 ―

市税等の徴収率の向上や使
用料等の見直し作業とともに、
経常経費の削減を図ることが
できるかが課題となります。

総務部
財政課
財政係

21

20

― 計画どおり

市内スポーツ施設の減免基準を統一、平
成２０年４月１日より運用ができるよう調整
を図りました。
また、学校施設の開放による照明電気料
について、２０年度から徴収できるよう調整
が完了しました。

　スポーツ施設の各使用料等
を見直します。
　（成東総合運動公園、さん
ぶの森運動施設、蓮沼スポー
ツプラザ、蓮沼野球場、松尾
運動公園）

経費節減等財
政効果

―

教育部
スポーツ振興
課
スポーツ振興
係

スポーツ施設の使用料・手数
料については、引き続き見直
しを行います。

使用料・手数
料の見直し

教育部
生涯学習課
生涯学習係

各施設の設置年度や施設設
備の違いがあり、使用料を統
一することは難しいが、利用
形態等に合わせた使用料の
改定を行います。
減免基準の統一は、芸術文化
協会等と調整を図りながら使
用料の改定と同時に統一を図
ります。

 計画以下

芸術文化協会の統合を図りました。
施設の利用形態の検討をしたが使用料の
改正は行えませんでした。また、減免基準
の統一は進められませんでした。

　公民館施設等の使用料・減
免基準を見直します。
　（成東中央公民館、松尾洗
心館、山武中央会館、蓮沼中
央会館、成東文化会館、さん
ぶの森文化ホール）

5



＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

25
内部管理経
費の節減等

　職員の意識改革を行い、光
熱水費や一般事務経費を節
減します。
　物件費（旅費、報償費、交際
費、需用費、役務費、備品購
入費、委託料、使用料及び賃
借料等）を毎年度３％縮減し
ます。

実施 実施 実施

平成20年度予算編成方針において、物件
費（賃金、報償費、交際費、需用費、役務
費、委託料及び原材料費）について、部単
位で5％のシーリングを設定し、結果として
５．５％縮減しました。

 計画どおり ―

平成21年度予算編成は、物件
費の縮減をどのような手法で
図るか調整する必要がありま
す。

総務部
財政課
財政係

26
　市単独補助金について、見
直しの方法や手段を決定し、
見直しを図ります。

諮問
補助金の整
理

実施 実施 実施

　21年度予算編成に向け、補助事業の整
理・確認及び補助団体にアンケートを実施
しました。
　平成19年12月14日　課長級以上を対象
に、補助金の見直し作業について説明会を
開催。
　平成20年1月15日～1月31日　アンケート
実施・各課へ補助金見直し調査。
　平成20年3月３日山武市補助金等審査委
員会開催。
　平成20年3月13日山武市行政改革推進
委員会へ補助金見直し経過報告。

 計画以下 ―

行政評価と今回の見直し作業
の整合を図るため、見直しや
廃止については、事務事業評
価の結果を基本に実施するこ
ととし、大きな不要額を生じた
事業などに減額調整するルー
ルづくりを進めます。

総務部
財政課
財政係

方針決定
実施

前年度補助
金を50％削
減

実施

実施
　①、②、③

実施
　④、⑤
類似団体の
統合等によ
る補助金の
削減を行う。

経済環境部
農林水産課
農林水産係

　イベント事業補助金を縮減
します。

 計画どおり

④松尾朝市組合補助金200千円
⑤松尾花卉生産組合補助金200千円　を
廃止
前年度7団体の補助金合計額2,360千円を
類似団体の統合により1,500千円としまし
た。

　団体補助金を廃止します。
①蓮沼たばこ組合補助金
②畜産環境保全対策委員会
補助金
③成東酪農組合補助金
④松尾朝市組合補助金
⑤松尾花卉生産組合補助金

28

△ 3,467

経済環境部
農林水産課
農林水産係

平成19年度において類似団
体の統合を図ったが、それぞ
れの団体の活動内容に相違
があり、一つの団体として機
能していくにはまだまだ時間
がかかります。次年度以降も
引き続き統合団体の機能向上
を図る必要があります。

△ 1,360

27

補助金の見
直し

経費節減等財
政効果

実施計画・運営方法等につい
て更に工夫し、補助金を削減
しながら効率的で活気あふれ
る事業を実施していきます。

 計画以上

平成19年度は、商工観光課所管の「ﾗｲﾄﾌｪ
ｽﾀINさんぶの森」との共催により産業まつ
りを実施し、経費の節減につとめました。な
お、当初予算３００万円に対し、実績は
2,533千円と計画以上の削減が図れまし
た。（平成18年度予算600万円）

6



＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

29
　商工会運営費補助金を見
直します。

調整 実施

　平成１９年４月に合併し、地域の活性化
等を図るために県補助金を活用し、９月に
まちづくり準備委員会を立ち上げ１０月から
毎月会議を開いて、今後の商店街やまち
づくりについての勉強会を行いました。ま
た、千葉大学の協力により地域の活性化
を図るための資源の発掘調査も実施しまし
た。（平成18年度18,300→平成19年度
16,000）

 計画どおり △ 2,300
商業の活性化につながるよ
う、効果的な事業実施を促し
ていきます。

経済環境部
商工観光課
商工振興係

調整 検討 実施

整理検討 実施

≪修正後≫
実施

≪修正後≫
実施

方針決定 段階実施 実施

△ 1,483

近隣市町村の補助金額を比
べると、まだ合併による削減
効果が十分でないように思わ
れます。必要な補助金は維持
し、精査の余地があるものは、
更に改善を検討します。
　具体的な目標値としては、既
にある程度の効果が認められ
るので、現在の補助金全体額
の5%程度を目途とします。
　また、財政課で実施している
補助金見直し及び企画政策
課で実施している事務事業評
価と歩調を合せる必要があり
ます。

教育部
生涯学習課
生涯学習係

30

32  計画どおり
各支所長の人件費の補助金を委託から非
常勤並にしました。

　社会福祉協議会運営補助
金を見直します。

補助金の見
直し

31

　社会教育団体補助金を見
直します。
　合併後統合されていない社
会教育団体の補助金交付額
を統一します。

青少年相談員連絡協議会補助金△945千
円（△32.1％）、子ども会育成連絡会活動
費補助金△383千円（△32.4％）、ＰＴＡ連絡
協議会補助金△140千円（△48.3％）、青少
年育成市民会議△15千円（△3％）の削減
を実施しました。全体の削減金額は△
1,483千円（△21.7％）となりました。

 計画どおり

保健福祉部
社会福祉課
社会福祉係

平成20年度より支所方式から
本庁方式に移行して、本庁に
事務局長1名とし、山武・松尾・
蓮沼の支所長を廃止、3支所
を連絡所として、連絡員を1名
の勤務として社会福祉協議会
の効率化を図るよう協議して
いきます。

△ 2,712

経費節減等財
政効果

 計画どおり

　山武市観光協会設立準備委員会を開催
し、成東町観光協会、蓮沼観光協会の合
併について協議し、合併に向けての山武市
観光協会会則(案)及び会費の見直し(案)等
について関係団体等と協議しました。今
後、新規加入者(山武・松尾地区)の増加及
び新たな事業に取りくむことから現状維持
としました。

　観光協会補助金を見直しま
す。

経済環境部
商工観光課
観光振興係

次年度においても、観光協会
の統合に向けて調整をし、補
助金の見直しを図ります。

―

7



＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

交付率
0.5％
6,500円
（限度額）

交付率 0.5％
6,500円
（限度額）

交付率 0.5％
6,500円
（限度額）

実施

調整 段階実施 段階実施 段階実施

35
自動車教習
事業の経営
改革

　収入増加を図るため、入所
日を増設し、教習車種や教習
料金を見直します。

入所日増
設、教習料
金改定

教習車種増
設準備

教習車種増
設準備

新規車種教
習開始

 　新たな収入源となる大型自動二輪車教
習の認定取得に向けて、技能検定員資格
取得のため１名、教習指導員資格取得の
ために３名が研修会に参加したほか、昨年
１１月、所内にチームを発足させ、そのメン
バーを中心に準備を進めています。
　教習に必要な大型自動二輪車について
は、平成１９年度内に購入する予定でした
が、日程等について再検討した結果、教習
コースの改修工事とあわせて、平成２０年
度に購入することにしました。

 計画どおり ―

　新たな収入源となる大型自
動二輪車教習の認定取得に
向け、準備を進めているところ
ですが、大型自動二輪車教習
を新規に導入することによっ
て、現在行っている教習及び
講習の質及び量を落とすこと
なく運営するために十分な検
討が必要です。

自動車教習
所

36
自動車教習
事業の経費
削減

　内部管理経費を毎年度５％
縮減します。

実施 実施 実施 実施

　正職員を１名減員するとともに、臨時職員
を効果的に活用することにより人件費を前
年度と比較して、５５８万1千円（６．９％）削
減することができました。
　うち、時間外勤務手当については、３５７
万９千円（３５．８％）削減することができま
した。

 計画どおり △ 4,731

　事業量に見合った適正な人
員管理を行うとともに、引き続
き臨時職員を効果的に活用
し、人件費の削減を図ります。

自動車教習
所

内部協議 策定

≪修正後≫
策定

 不十分 ―

職員研修の他に、人事評価を
取り入れた基本方針を策定す
る必要があります。
また、行政評価との調整を視
野に入れ検討中です。

総務部
総務課
職員係

37
人材育成基
本方針の策
定

　職員の意識改革や資質向
上を図るため、職員養成の目
的・方策等を明確にした人材
育成基本方針を策定します。

人材育成基本方針(素案）検討中です。その他

山武市内から排出されるごみ
の減量化・資源化の推進をし
ます。

市民部
収税課
収税係

―

次年度は、税源移譲等により
市民税が高くなり、納税意識
の高揚と収税の早期確保を図
るために取組み予定交付率を
修正します。

―
経済環境部
環境保全課
生活環境係

　納期前納付報奨金を縮減
し、最終的に廃止します。

一部事務組
合の負担金
の見直し

経費節減等財
政効果

34

33

公営企業

市税の納期
前納付報奨
金の見直し

平成18年度に決定した方針により、山武郡
市環境衛生組合の負担金（経常費）の支
出割合が、平成19年度から均等割４０％・
利用割５０％・面積割１０％となりました。
（平成18年度　均等割50％　利用率40％
面積割10％）
しかし、ごみ排出量の増加や施設の一部
改修工事が発生したため、負担金額は増
大しました。

　山武郡市環境衛生組合負
担金の減額を図ります。

 計画どおり

交付率 0.5％（限度額）6,500円
個人市県民税　　4,527件　  7,664,800円
固定資産税　　　17,306件　14,083,400円
　　計　　　　　 　21,833件　　21,748,200円
を支出しました。

 計画どおり
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＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

38
人事評価制
度の構築

　職員のモチベーション（動機
づけ）を高め組織の活性化を
図り、年功序列から実績重視
の人事管理への転換として、
人事評価制度を構築します。

内部協議
職員研修

職員研修
試行

実施

人事評価制度構築のため、手法の検討な
ど内部協議を中心に実施しました。
　また、人事評価制度の概要について、職
員研修を実施しました。
  9月10日　総務課・企画政策課・財政課と
の内部協議
10月26日　職員研修の実施（管理職を中
心に100名参加）
11月15日  総務課・企画政策課との内部協
議
2月14日　西東京市視察

 計画どおり ―
人事評価制度の方向性を決
定し、統一した評価のための
職員研修を実施します。

総務部
総務課
職員係

39
パブリックコメ
ント制度の構
築

　市が重要な政策を決めると
きにその原案を公表し、寄せ
られた市民の意見を政策形
成に反映させていくパブリック
コメント制度を構築します。

例規整備 実施

　平成１９年６月２６日に山武市パブリックコ
メント実施要綱を公示し、平成１９年度は山
武市総合計画、山武市教育施策、山武市
地域防災計画の３件について意見公募を
実施しました。

 計画どおり ―
総務部
総務課
行政係

40
市民協働の
推進

　市民と行政との協働のまち
づくりを推進します。

実施 実施 実施

・平成19年６月に市民活動を支援する場
(作業・ミーティングデスク、ＰＣ、印刷機)と
して「市民交流サロン」を開設しました。
・まちづくりを進めていく中でそのリーダー
を育成していくため、大学教授をコーディ
ネータに招き、まちづくり講座（山武市まち
づくり未来塾）を24名の受講生により開催
しました。

 計画どおり ―

・まちづくりと市民協働に対し、
市民と職員の意識向上を図る
ための講座(10回)を開催して
いきます。
・まちづくりや市民活動のキッ
カケづくりとして、公益性のあ
る地域課題などを自らが提案
し解決する事業に対する補助
金の助成制度を行います。

市民部
市民活動支
援課
市民活動支
援係

現状把握
台帳整備

台帳整備・協
定内容検討

協定等締結

導入準備
機種等選定・
導入準備

導入・稼動 市民部
市民課
窓口サービス
係

42 ――

その他

島公園(島地区)、森清水前公園(東本郷
区)、坂本第一・第二公園(坂ノ上区)、宮前
児童公園・成東南焼山公園(宮前地区)の６
公園について管理協定を締結しました。

　地域と行政の役割を明確に
し、現在直営で管理している
小規模の地区内の公園の維
持管理を地域との協働による
管理を推進します。

―
実施なし/取り下げ（出張所の有り方等の
方向性が決まらないため取り下げ。）

　窓口業務のサービス向上の
ため、本庁舎及び各出張所に
自動交付機（住民票・印鑑証
明の発行）を設置します。

窓口業務の
緩和と効率化

41
都市建設部
都市整備課
都市整備係

次年度も５ヵ所以上を目標に
管理協定の締結を進めます。

―
公園緑地維
持管理の協
働

 計画どおり
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＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

実施

≪修正後≫
導入準備

≪修正後≫
稼動

44
公共工事の
入札及び契約
の適正化

　公共工事の入札の透明性・
公平性・適正な競争性を高め
るため、電子入札制度を導入
します。

導入準備 試行運用
一定規模以
上の入札に
運用

運用規模の
拡大

　電子入札導入準備として受注業者への
操作研修会、模擬入札を実施しました。
・平成19年8月7日及び11月15日市内受注
業者を対象に電子入札の操作説明会を実
施しました。
・模擬入札を平成19年12月、平成20年1月
の2回、入札案件として5件の模擬入札を実
施しました。

 計画どおり ―

・電子入札関係の例規や約款
が未整備なので、所要の整備
を図る必要があります。
・物品、委託の電子入札導入
に向けて検討を行う必要があ
ります。

総務部
財政課
管財係

10月から試
行

試行
試行又は実
施

試行又は実
施

46
認定こども園
の設置

　就学前の子どもを対象とし
た子育て支援として、幼稚園・
保育所の機能を有した「認定
子ども園」を設置します。

準備室の設
置
推進協議会
の設置

条例制定
試行運営（２
か所）

運営施設数
の拡大

・平成20年第1回定例市議会に「認定こども
園条例」上程
・幼保一元化推進協議会会議を継続　８回
開催
・こども園開設に向けた保護者説明会　６
回開催（松尾保育所２回、なんごう地区４
回）
・幼保一元化推進講演会を開催　　11月
（約100名出席）
・なんごう・まつおこども園認定申請　２月
・こども園条例の制定　３月
・なんごう・まつおこども園認定申請　２月
・なんごう・まつおこども園として認定を受け
る　３月

 計画どおり ―

・幼稚園・保育所の事務取扱
いに対する窓口の一本化に向
けての体制づくりをします。
・こども園の運営と今後の幼
稚園・保育所のあり方につい
ての協議会を継続します。

保健福祉部
子育て支援
課
幼保一元化
推進室

その他

―

次年度の取組予定について、
２０年度の欄にシステム稼動
に向けて、システムで取り扱う
申請業務の洗い出し、オンラ
イン化条例の整備等の準備作
業が必要となる為、導入準備
を加えました。

総務部
企画政策課
情報管理係

市民部
市民課
窓口サービス
係

休日勤務に関する統一的な取
り扱い体制の整備及び開催回
数等の見直しをします。

―45  計画どおり

毎月最終日曜日9時から4時まで開設(12月
は最終より１週間前の日曜日に開設)
年間12回開催　　証明発行数　　399件
住民票関係　　　　175件
印鑑証明書　　　　172件
戸籍証明　　　　　　52件

　窓口業務のサービス向上の
ため、日曜日（月１回）の窓口
業務を開設します。
（住民票の写し・戸籍に関す
る証明書・印鑑登録証明書・
住所証明書の交付、印鑑登
録等の申請受付）

43
電子申請シス
テムの導入

　市民等がインターネットを利
用して各種申請を行えるよう
電子申請システムを導入しま
す。
（住民票の写し・納税証明書
等の交付請求、児童手当の
認定請求など）

県共同利用システムの為、電子申請部会、
ワーキンググループ等の会議に参加し、申
請システム運用に関する協議や導入済団
体より情報収集を行いました。

 計画どおり

窓口サービス
の拡充
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＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

３図書館運
営方針調整

検討
試行・実施の
検討

検討 実施

≪修正後≫
試行・実施の
検討

H19
新規

民間委託の推
進

給食センター
調理業務の
民間委託

成東学校給食センター
正職員６名、臨時職員１２名
山武学校給食センター
正職員５人、臨時職員１０人
で行っている調理業務を民間
委託へ移行します。

検討 実施

・委託業者との契約は長期継続契約とし、
契約締結は平成20年6月中旬までとするタ
イムスケジュールが確認されました。
・委託業者の選考は、学校給食調理委託
選考委員会が最優秀を決定することとし、
要綱を作成しました。

 計画どおり ―
・調理委託選考委員会の開催
日程の調整、選考基準等の調
整が必要となります。

教育部
学校給食セン
ター
成東給食セン
ター

教育部
教育総務課
総務企画係

 計画どおり ―

・少子化、施設の老朽化、教
職員の確保及び健全な財政
運営の堅持などから早急な対
応が望まれます。
・保健福祉部との調整を図り、
こども園・保育所・幼稚園のあ
り方について検討する必要が
あります。

―

　アンケートでは３割の利用者
から月曜開館の希望がありま
した。
　しかし、他館に関連した急ぎ
の要件などの対応ができな
い、　利用者が混乱しかえって
クレームが多くなることが予想
される、　開館日の記載してあ
るもの全てを修正する必要が
ある、事務連絡に支障が出て
くる、　１つの館のみ開館して
も利便性の向上にはつながら
ない等との見解もあり、次年
度は、この課題に基づき月曜
開館の是非について、関係各
課との調整を図り検討します。

H19
新規

組織機能の
再編
（教育施設の
適正な配置）

　少子化のなか、教育環境の
改善、教職員の確保及び効
率的な教育行政の推進を図
るため、睦岡幼稚園と山武北
幼稚園を廃し、平成20年４月1
日にむつみのおか幼稚園を
設置します。

　睦岡幼稚園園舎の老朽化による教育環
境の改善や、効率的な幼稚園経営、子ども
集団の適正規模化と教育内容の充実を図
るため、山武（睦岡）地区の２園（睦岡幼稚
園と山武北幼稚園）の統廃合を決定しまし
た。
（経過）
・平成19年7月30日　教育委員会第１回臨
時会で議決
   ※睦岡幼稚園と山武北幼稚園を廃止し、
むつみのおか幼稚園を山武市沖渡381番
地に設置(平成20年4月1日施行）
・平成19年8月8日　市議会全員協議会で
協議
・平成19年9月20日　第3回定例市議会で
山武市立幼稚園設置条例の一部改正につ
いて議決
・平成19年12月26日　平成19年度第10回
千葉県教育委員会会議で睦岡幼稚園の廃
止を認可する。
・平成20年3月26日　睦岡幼稚園引越し作
業

組織機構の見
直し及び定員
管理の適正化

47 その他

H２０年３月にアンケート調査を実施
（配布枚数８２９枚、対象者：普段利用して
いる図書館の利用者）
項　　目　　　　　松尾　さんぶ　成東　合計
同じ休館日が良い３０　　９３　　６３　１８６
休館日をずらす　　５１　１０６　　６３　２２０
どちらでも良い　　６８　１９４　　９３　３５５
無効・無回答　　　５　　　　７　　　　１　　１３
回収分　合計　１５４　　４００　　２２０　７７４

計画以下 図書館
図書館サービ
スの拡充

　図書館利用者の利便性向
上のため、市内３か所の図書
館の同一休館日（月曜日）を
見直します。
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＜集中改革プラン＞実施計画及び平成１9年度進捗状況　 （平成２０年３月現在の進捗状況）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

施　　策　　名
平成２０年度
課題・改善点

区分
平成１９年度

進捗結果
平成１９年度

効果実績
平成１９年度

の取組み実績

活動予定(上段：平成19年度修正計画/下段：平成20年
度修正計画/上下段に分かれていないものについては

平成18年度プラン策定当初計画） 担当部署ＮＯ 目  標　　（取組内容）

H20
新規

民間委託の推
進

市営駐車場
事業の管理
運営方法の
見直し

成東駅前駐車場と松尾駅前
駐車場に指定管理者制度を
導入します。

条例改正
公募
指定管理者
の指定

実施

成東駅前駐車場は、民間業者
が集金業務を含め維持管理を
行っており、松尾駅前駐車場
は商工会が集金業務を、また
維持管理業務を市が行ってい
るため、調整が必要となりま
す。

市民部
市民課
市民生活係

H20
新規

公営企業

自動車教習
所事業の運
営方法の抜
本的な見直し

安定的な黒字経営を維持し、
今後の事業の運営方法につ
いて決定します。

調査・検討
運営方法の
決定

少子化により新規の免許取得
対象となる１８歳人口が年々
減少しており、非常に厳しい経
営環境にあります。経営の立
て直し及び今後の教習事業に
ついての運営方法について早
急に検討する必要性がありま
す。

自動車教習
所

H20
新規

その他
まちづくり出
前講座の実
施

市の状況を学習する機会とし
て、まちづくり出前講座を実施
します。

実施
講座のメ
ニュー増加

市の行政運営には、行政と議
会・市民・地域団体・企業・ＮＰ
Ｏなど多様な主体が一体と
なって考え行動する、「協働」
「協治」によるまちづくりが求
めれています。

教育部
生涯学習課
生涯学習係
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